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１ 調整活動の取組 

（1）「調整活動」とは 

子どもの最善の利益を図ることが、この救済機関の目的ですが、相談対応だけで問題の解

決を図ることには限界があります。よりよい解決を目指すためには、当事者と関係者との間

に公的第三者として入り、問題解決のためにさまざまな調整を行うことが必要になることも

多くあります。 

基本的な考え方としては、「相談」⇒「申立て」⇒「調査調整」の順で進むことを想定して

いますが、子どもの権利救済の観点から柔軟な対応が必要であると考え、現状では「申立て」

の有無に関わらず、相談者の意向にそって、「相談」段階でも調整活動を行うことが一つの方

針となってきています。この、救済委員の判断により�相談の延長として行う活動�を「調

整活動」と位置付けています。 

調整活動は、主に調査員が担当して行っていますが、関係機関への「事実確認」や児童相

談所への「虐待通告」、問題解決のための「協力要請」や「話合い」などさまざまな内容、程

度を含んでいます。時期を逸することなく行うことと同時に、事柄が収まった後に適切なフ

ォローアップを行うことも重要となる活動です。 

 

（2）「調整活動」の実施状況 

相談の延長としての「調整活動」は、41 件の案件において実施しました。このうちの約７

割（28 件、68.3％）が、学校を調整の相手方とする案件でした。上述したようにこの「調整

活動」の内容はさまざまですが、当機関が当事者間の話合いに立ち会った案件が８件ありま

した。 

相談項目別・調整先別「調整活動」件数 

学    校 そ  の  他      調整先

相談項目 小学校 中学校 高 校 市教委 児 相 その他 
計 

家庭生活 
（養育・しつけ、虐待など） 

1 1   8 2 12 

学校生活 
（いじめ、子どもと教師、不登校など） 

17 8  1   26 

施設生活 
（施設内いじめ、施設職員との関係など） 

     1 1 

性格行動 
（発達障害的要因など） 

 1     1 

その他 
（問合せなど） 

    1  1 

18 10 0 1 9 3 
合   計 

28 13 
41 
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２ 調整活動事例の紹介         ※プライバシーを守るため、事例は加工して掲載しています。 

№ 

相談者 

対象の子ども 

相談項目 

 

相 談 及 び 調 整 の 概 要 

1 

保護者 

小学生 

子どもと教師の関係 

学校内での人間関係がうまくいかない子どもに対する担任の理解が、

十分ではないと感じている。子どもの特性に応じた対応を学校側に求め

てきたが、明確な方針が示されていないとの相談でした。 

保護者と学校、当機関の３者を交えて話合いを行った結果、学校と保

護者が密に連絡を取り合いながら子どもを支えることを互いに確認し

合うことができたため、終結しました。 

2 

保護者 

中学生 

子どもと教師の関係 

部活動の練習中に先生から誤解を受け、謝罪させられた。事実解明の

ための話合いを求めていたが、スムーズに実現しなかった。子どもは、

これらのやり取りの中で困惑しているとの相談でした。 

双方の了解の下、複数回の話合いの場を持ちました。不適切な対応が

あったと学校側が認めたこともあり、信頼関係が回復するに至ったた

め、終結しました。 

3 

本人 

小学生 

不登校 

転校先の学校で友達ができず孤独感を感じ、登校するのがつらいとの

相談でした。 

子どもと電話や面談により何気ない会話を重ねたり、時には自習の場

を提供するなどして、心理的安定を図ることを目指しました。 

一方で保護者や学校とも情報交換を持ち、子どもが登校できるよう、

それぞれの立場で支えていくことを確認し合いました。 

結果、再登校できるようになったため、終結しました。  

 

Ⅳ 救済の申立て 

 

１ 救済申立ての状況 

Ⅱ章やⅢ章で述べた相談・調整活動を行う中で、救済申立てを受理したのは 3 件であり、この

うち 2件が学校における案件でした。申立てがあった 3件は、いずれもすでに解決済みです。 

 なお、条例第 33 条第 2項に規定する救済委員の自己発意の調査は行っておりません。 

  また、条例に規定する「勧告」「意見表明」「是正等の要請」は行っておりません。 

   

Ⅲ章で述べたように、調整活動には、申立てに基づく「調整」と救済委員の判断による相談の

延長としての「調整」がありますが、実際の調整活動にその区別はありません。どのような形に

しろ、求められれば「子どもの最善の利益」に向かって全力で活動していくことになります。 

今後もさまざまな事案に応じて、子どもにとって最も安心でき、最善の利益が図られる方策を

関係者の理解を得ながら見出し、権利救済の実効性を確保していく必要があると考えています。 
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